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研究成果の概要（和文）：本研究では、人の国家間移動（モビリティー）の進行に伴い、教育の費用負担国と社
会効果の発現国に隔たりが生じることに着目し、顕著な経済効果が伴う高度人材の移動と彼らを送出す高等教育
に焦点をあてて、教育費負担構造の変容と課題を明らかにした。具体的には、(1) 学生と高度人材の国家間移動
の進展と移動を規定する要因を検証し、（2）移動する高度人材の教育費負担構造を公私間及び地域間のコスト
シェアに焦点をあてて分析し、（3）移動の規定要因とコストシェアとの関係を理論的、実証的に明らかにした
上で、（4）モビリティーに対応し且つ教育の機会に配慮した教育費負担設計を提示し、国内外の学会、学術
誌、書籍等で発表した。

研究成果の概要（英文）：This research project focused on changes in global mobility of students and 
highly skilled workers with a special focus on changes in funding structures of tertiary education 
when transnational mobility is increasing under globalization.  First, we investigated the increase 
in the transnational mobility of students and highly-skilled workers, as well as social and economic
 factors that explain the mobility. Second, we explored how education costs for mobile students and 
workers were shared between the host and the origin countries. Third, we inquired into how the 
cost-sharing determines or does not determine the destination countries of the highly skilled 
workers. Finally, we proposed policies and possible systems for tertiary education funding that 
would offer more equalized educational opportunities, which can also respond to increasing global 
mobility in higher education.

研究分野： 教育経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は教育財政研究にモビリティーという新たな観点を導入し、これまでと異なる公財政課題を明らかにした
ところに学術的意義がある。本研究では、経済的利得が人の国際移動に作用し、私費留学の増加と大学の世界的
自由競争とが相俟って学生の留学機会や国及び大学の学生誘致力に格差が生じていることを理論と実証両面から
明らかにした。今後オンライン教育の拡大浸透によって海外大学の学位取得並びに海外企業への就職は一層増加
するだろうなか、本研究成果が提示した教育機会の世界的格差を是正するための枠組みは国内そして国際社会に
とって意義のある成果といえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
教育には個々人の所得や雇用機会の向上に資する私的効果と、技術発展や国家の安定に貢献す
る社会的効果がある。このことは実証的にも説明されており「公」「私」ともに教育費を負担す
る根拠ともなる。新たな論点は、これまで教育への公的負担は、個々人が受けた教育による恩恵
が個別あるいは集合的に納税者に還元されることを想定していたのに対し、人の国家間移動（モ
ビリティー）が進むと、費用負担国と社会効果の発現国に隔たりが生じ、公財政支出の適正負担
額を国家単位で判断することが難しくなることであった。この問題に早くから着目した理論経
済学者のマーセル・ジェラードは、留学が高度人材の移民に繋がり、高度人材は移動先に高い経
済効果をもたらすとの実証結果のもと、今後の教育財政には人の国家間移動とその経済効果を
踏まえた国際的制度設計が問われると論じている（Gérard and Uebelmesser、2014）。一方、
本研究代表者のこれまでの研究は、各国各大学とも高度人材の誘致を独自戦略的に進めており、
自由競争の進展と私費負担留学の増加と相俟って、国家間及び大学間の学生誘致力や学生の留
学機会の格差が広がる兆しを確認した（松塚、2016）。これらの成果を踏まえ、高度人材の移動
性と教育費負担構造を明らかにし、移動に対応しつつ格差是正に配慮した教育財政設計に資す
る研究が必要と判断し本研究に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、グローバル化に伴い人の国家間移動が進行するなか、教育の費用負担国と社会効果の
発現国に隔たりが生じることに着目し、顕著な経済効果を伴う高度人材の移動と彼らを送り出
す高等教育に焦点をあてて、教育費負担構造の変容と課題を明らかにすることを目的とした。具
体的には、(1) 学生と高度人材の国家間移動の進展と、移動を規定する要因を分析し、（2）移動
する高度人材の教育費負担構造を公私間及び地域間のコストシェアに焦点をあてて明らかにし、
（3）移動の規定要因とコストシェアとの関係を理論的、実証的に検証した上で、（4）モビリテ
ィーに対応し且つ教育の機会に配慮した教育費負担設計を提示することを目指した。 
 
３．研究の方法 
上記の研究目的に即して研究の行程は以下の四段階から構成された。 
（1）学生と高度人材の国家間移動と移動規定要因とを結ぶ理論の整理とマクロデータを用いた
定量的分析、 
（2）移動する高度人材の費用負担構造の理論的解明と実証のための高技能者履歴データベース
の設計・構築、 
（3）モビリティーと費用負担の関係解明のための、高技能者履歴データベースの分析と政府及
び大学機関での聞き取り調査、 
（4）上記 3つの成果の包括的考察と、機会均等に配慮した教育財政制度の提示。 
上記全行程において、課題中心的観点から理論・定量/定性研究を組み合わせ、また分析対象と
なる主要国現地の専門家から協力を得るとともに、先行研究を有する海外研究者を招へいして
共同研究を行った。 
 
４．研究成果 
上記の研究目的、研究方法に即して以下に研究の成果を述べる。 
(1) 学生と高度人材の国家間移動を規定する要因 

① 理論の整理 
 学生と高度人材の移動を説明する基礎的な理

論について図１のようにマッピングし、移動の
規定要因、移動がもたらす結果、これら二者間
の関係を説明する仮説を整理するとともに、移
動に作用する政策と制度の力学を検討して実
証研究の基盤とした。 

 教育財政学を専門とする研究分担者は、「貿易
モデル」と「移民モデル」のなかから Sjaastad
モデル、重力モデル、財政競争を考察。これま
での実証研究成果を方法・結果両面から検討し
た上で、財政効果に焦点をあてた実証分析につ
なげた。 

 留学研究を専門とする研究分担者は留学、就
職、帰国/定着の選択に影響する政策的要因、制
度的要因、経済的要因、文化的要因を明らかに
し、そこからもたらされる人材の流動性あるいは循環性を理論化し、実証分析へとつな
げた。 
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Causes (Reasons) 
Human capital hypothesis 

  Smith (1776)   
Becker (1975) 

Cultural capital hypothesis 
Bourdieu (1984) 

Migration theory 
              Lee (1966) 
Networking theory 
            Boyd (1989) 

Results (Impacts) 
 
Dependency theory ie., brain 
drain/gain hypothesis 

Singer (1949) 
Brain Circulation hypothesis 
               Saxenian (2005) 
Globalization and Liquid 
Modernity 
          Bauman (1998, 2000) 

Endogenous growth theory 
Romer (1986) 

Self‐selection hypothesis 
Roy (1951) 

        
Economies of Scale 
          Borjas (1987) 

Miyagiwa 

Policy and System 
Public financing        Uebelmesser (2014) 
Education Funding       Guruz (2011) 
Policy and system       Robertson (2010) 
Legal incentive/disincentive    Terry (2011)   

図１ モビリティーを説明する概念・理論 



② 1995 年以降の 20 年間を対象にマクロ指標で構成されるデータベースを作成して、留
学による学生移動と移動に影響する要因を定量的に分析した。具体的には、OECD の
教育関連データ、World Bank の経済関連データ、UNESCO の学生移動データ、大学ラ
ンキング他高等教育関連データを統合したデータベース DHEM（Database for Higher 
Education Mobility）を構築し、学生の移動実態と年次変化を明らかにした上で、移動規
定要因を経済力、労働需要、教育費用・収益率、所得格差、主要言語と距離、カリキュ
ラム体系に求めるなどして探索的に分析した。 

 
明らかになったことを包括的にまとめる。 
 高等教育における留学は経済力の強い国へと向かう傾向にあるが、それらの国はより多

くの国家予算を高等教育に充てており、教育と研究の質を示す指標も高い傾向にある。 
 高等教育修了者の就職率が高く、失業率は低く、研究者一人当たりの研究開発費が多い

など、高技能者の就労条件が良い国ほどより多くの留学者を擁する傾向にある。 
 一方で、留学生が向かう国々は所得格差が大きい傾向にあり、高度な教育で付加価値を

高めた留学生が当地で就労する場合、受入国内及び受入国と送出国間の両方で経済格差
が拡大する可能性がある。 

 教育内部収益率の説明力は分析対象国によって異なる結果となった。全ての国を対象と
した分析では、経済力指標が高い国ほど高等教育内部収益率は減少する傾向にあり、留
学による付加的生産価値が高い国への帰国あるいは移動が進むのであれば移動の経済
効果は一定の均衡へと動く可能性があり、頭脳循環説の根拠ともなり得る。 

 一方で、国家間分析では私的内部収益率と高等教育修了者就職率が高いほど留学生が集
まることが示唆され、経済的利得を動機とする移民モデルが留学移動にも適用し得る結
果となった。 

 受入国の公用語の影響は大きくコントロール変数として必須である。全ての国を対象と
して説明変数を言語のみとした場合は英語圏であることが圧倒的に有意な受入れ効果
を示すが、経済指標や教育関連指標を投入すると有意に正の値を持つのは仏語が公用語
の場合であった。実際、受入れと送出し二国間の関係を説明変数とする分析においては、
年間貿易額と二国間同一言語ダミーがほぼ支配的に留学生数を決定づけており、すでに
経済活動において密接な関係を持ち、言語バリアがない国が留学先として選ばれること
が示された。 

 東アジア高等教育圏構想を意識しつつ
アジア圏内の流動性に焦点をあてた分析
では、DHEM に中国、韓国、日本各国個
別の受入データを統合・分析した。図 2に
示すように、日中韓の間の流動性は 2011
年をピークに減少傾向にあり、各国の留
学者数の増加は圏外への移動であること
が明白であった。一方、南・東南アジアを
含むとタイ、パキスタン、インド、インド
ネシア、カザフスタンを中心に中国への
留学人口が 2010 年代に増大していた。こ
の移動は中国の「一帯一路」構想の動向
と対応しており、留学規定要因の分析で
は、国際政策の動向を注視することが必
須であり、これを経済支援、留学奨学金
などとつなげて相互作用を精査する必要
があることを確認した。 
 

 
(2) 移動する高度人材の教育費用負担構造の理論的解明と、実証のための高技能者履歴データ

ベースの設計・構築 
① 移動する高度人材の教育費用負担構造の理論的解明 

上述の、世界全体では高技能者「循環」の可能性はあるものの、国家間では留学生と高
技能者の移動及びその経済効果に不均衡が示唆されたのは、マーセル・ジェラードらの
指摘を支持し、教育費負担調整の必要を裏付ける結果であった。これを受け平成 30 年 3
月にベルギーでジェラード氏と協議の上、日本学術振興会の「外国人研究者招へい事業」
に応募し、平成 31 年 11 月 1 日から 6週間に渡って氏を日本に招いて共同研究を行った
（Fellowship ID: S19137）。本研究課題では、高等教育費用の負担者を、(ア)個人（留
学者自身、その保護者、企業など）、(イ)教育を提供した国（出身国納税者）、(ウ)就労
滞在国の（受入国納税者）の三主体を想定していたが、さらに、（エ）留学者が留学後に
就労者として受入国に留まる場合、（オ）送出国に帰国して就労する場合、（カ）第三国
で就労する場合を想定して、それぞれの場合の費用と便益をモデル化した。ジェラード
氏の知見と共同研究の経過は氏の日本滞在中に研究分担者と連携して５回の研究集会

 

図２ 日中韓相互の留学者数 
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を開催し共有、論文の執筆へとつなげた。 
② 教育費用負担構造実証のための高技能者履歴データベースの設計・構築 

上述した、移動する高度人材の教育費
用負担をめぐる理論的解釈に基づき、
移動する高技能者を対象としたデー
タベースを設計・構築した。具体的に
は、教育費負担者（国）と学位取得後
の所在地から、（ア）公私間・地域間
のコスト負担（分担）構造と、（イ）
移動パターンとの関係を明らかにす
ることを目的として、米国と英国で博
士号他高学位を取得した者を対象に、
公開履歴を収集してデータベース化
した。データベースの構成は図 3に示
す通りである。公開履歴情報は様式が
一定ではなく、データの選定と入力に
柔軟且つ共通の判断基準が必要であるため、データ収集・加工・入力について詳細なマ
ニュアルを作成した。 

 
(3) モビリティーと費用負担の関係解明のための、高技能者履歴データベースの分析と、政府及

び大学機関での聞き取り調査 
① 上記（2）の①と②の結果を受けて、人的資本論、自己選択仮説、頭脳流入・流出・循

環の概念を応用して高技能者履歴データベースの試行分析を行った。日本、中国、韓国、
東南アジア主要国から、米国あるいは英国に留学をして博士号を取得した個々人を対象
としたデータセットの分析では以下が明らかになった。 

 留学者の学位取得後の移動パターンは、出身国によって大きな違いがみられる。例えば
中国及び韓国の留学生は日本や東南アジア主要国からの留学生に比べて学位取得後も
留学先に留まり就労する傾向が極めて高い。 

 留学に際して奨学金等の公的支援を受けているのは出身国別にみると、中国（48.7％）、
日本（42％）、韓国（20％）、東南アジア主要国（27.4％）であった。私費留学が急増す
る傾向がみられる一方で、一度奨学金を獲得した者は複数の支援を受ける傾向が顕著で
あった。世界的に学費が上昇するなかにおいて、私費で留学できる豊かな層と、奨学金
を連続的に受給できる層との両端に留学機会が偏る可能性が示唆された。 

 出身国と受入国がどこであるかにかかわらず、奨学金等の財政支援を提供した国と学位
取得後に就労する国との間に有意な正の相関がみられた。特に、出身国の財政支援によ
って留学した学生は出身国に戻り就労する傾向が高い。 

 米国に留学した者は英国に留学した者より留学先に留まる傾向にある。さらに、米国は
学位取得後に出身国に帰国したり第三国に移動したりする者に対しても就学支援を提
供する場合が多い。 

 私費負担留学が急増している動向は特に中国の留学者において明白であった。理論通り、
私費留学者の学位取得後の就労国は公費留学者に比べて柔軟である傾向が見られたが、
データの規模から確定的ではない。今後観測対象国を増やすとともに、全米科学財団が
継続して実施している博士号取得者への質問紙調査、及び連邦教育省全米教育統計セン
ターが実施している全米中等後教育学生支援調査と併せて分析することによってより
確定的な結果を導き出し得ることが、米国現地の研究協力者の知見と、奨学金制度を専
門とする日本の連携研究者の調査で明らかになった。これらの分析は、2020 年度に採択
された科研費基盤研究 A「パスウェイ分析に基づく高技能者の国際移動、その経済的影
響と高等教育財政の実証研究 課題番号：20H00097」の発展的な課題とする。 
 

② 政府及び大学機関での聞き取り調査 
欧州ではフランスの大学長会議、OECD 本部、ロレーヌ大学等、北米では、国際教育研
究所、国務省教育文化局、全米科学財団、コロンビア大学等を訪問し、留学生及び高度
人材獲得政策、学生移動に資する教育・学習体系、移動人材の教育費負担、財政支援に
ついて聞き取り調査を行い、研究機関では共同研究協議を行った。訪問の成果及び関連
する研究で明らかになったことの概要は以下である。 

 フランス高等教育を専門とする連携研究者により、フランスの大学における EU 外学生
への学費導入計画の詳細が明らかにされた。特にこれまでの準無償制の問題点の一つと
して指摘された、「所得配分における逆進性」は教育の費用と便益配分の国家的制約を維
持することの困難性を示唆するものである。 

 OECD では統計担当者と DHEM の有用性を確認し将来的に公開する承諾を得た。 
 OECD とロレーヌ大学では、学生の流動性を左右するカリキュラムと学位の通用性をめ

ぐる研究成果として、欧州連合と共通の枠組みで行った大卒に求められるコンピテンス
の日欧比較分析の結果を共有・議論した。 

 就学情報： 全取得学位課程の入学・取得年、国、州、大学
 学位情報： 各取得学位の学位種、機関種（私立、公立、QS世界大学ランキ

ング、専門）
 就学支援情報： 在学中全獲得実績と、博士号取得後5件を含む奨学金、グ

ラント、ローンの全記載実績
 各学位取得に要した期間（年数）
 就労情報： 各経験職（在学中、学位取得直後から現職について各5経験ま

で）について、就労開始年、終了年、国名、州、機関、職名
 地域別・出身国情報： 主要送出国5ヶ国
 各課程について、学術11分類に基づく学術専門分野のダミー

＊博士号取得年は2000年から2010年を抽出対象年とするが、送出し国や学問分野等の属性谷
で有効ケースが200件に満たない場合は対象年を拡大する。

高技能者履歴DB変数概要（2019年9月現在）

 

図 3 高技能者履歴 DB の構成 



 カリキュラムや学位に繋がる教育・学習内容の詳細を広く公開することは有意義な留学
移動を促す一方で、大卒に求められる技能を企業の求めを汲んで定義し、卒業資格等に
採用するのは「高等教育における学習成果調査（AHELO）」の中断に見られるように低
速するだろうことが指摘された。 

 事実、大卒に求められるコンピテンス
の日欧比較分析の結果から、日本の企
業が大卒に求めるコンピテンスは日本
の学生や教員のみならず欧州の企業を
含む全ステークホルダーとも顕著に異
なる傾向が判明し（図４）、学習の成果
を定める際に企業の声を反映するとい
うアプローチは、国際的人材を育てる
上で阻害となる可能性が示唆された。 

 米国の政府機関、奨学支援団体、大学等
での現地調査は当時のトランプ政権下
における移民や外国人労働者への否定
的見解により政府レベルで外国人研究
者を引き入れようとする傾向が減退しているとの指摘があり、中国の「一帯一路」構想
と同様、政策動向を注視することの重要性が確認された。 

 米国国務省における留学政策の根底には経済戦略よりも安全保障政策がある。このこと
は先述の高技能者履歴 DB の分析で明らかになった、米国が帰国する留学者への資金提
供を惜しまない実態と符合する。 

 優秀人材の獲得は、全米科学財団の関心事であり、個別大学の戦略である。とりわけ外
国人留学生や研究者の誘致、奨学金の授与、教育・研究資金の提供、就労サポートは個々
の大学の使命であり、特に有力私立大学においては海外留学生を引き寄せることはもと
より、そのなかの「ベスト＆ブライティスト」には積極的に就労の機会を与えている。 

 米国では大学こそが高技能外国人学生の養成と維持を担っている。このような大学は自
らを、国を超えた「World Institute」あるいは「Global University」と位置づけ、個々
の大学の教育・研究理念を明確に提示しつつ、大学の国際性と開放性を主張している。
学術発展に資する優秀外国人の獲得のためであれ、大学の収益向上のためであれ、積極
的且つ自律的な留学生獲得対策をとっており、国策の転換如何で揺らぐ様子がない。 

 
(4) 上記の包括的考察と、機会均等に配慮した教育財政制度の提示 

 本研究全体から得られた結論は、 
① 経済的利得を中心とする相対的な効用が人の国際移動に作用する、 
② 世界的自由競争の進展と私費留学の増加と相俟って、国及び大学の学生誘致力や学生の

留学機会に格差が生じている、 
③ 国家政策は人材の流動性に相当な影響を与えるが、米国の大学は国策の転換にかかわら

ず独自に高度人材の誘致を戦略的に進めていることである。 
 
理論と実証の両面から、資金に基づく格差、能力に基づく格差、その両方に基づく格差が地
域内及び地域間で拡大することが予測された。モビリティーに対応し且つ機会の均等に配
慮した教育費負担制度として以下の可能性を提示した。 
 高技能者の移住に伴う国家間の利益と損失とを相互に補完することを目的とする「バグ

ワティ税」の導入。経済力の強い国に留学しそこに留まり就労した場合、当該高技能者
の収入への一部課税額を送出国に支払うことによって国家間の経済力格差の拡大を抑
えることができる。 

 国を交差する所得連動型ローン。大学での就学に適用されている所得連動型ローンを留
学の枠組みでも利用できるようにし、高等教育と留学の機会両方を希望者にあまねく提
供できるように運用する。 

上記二つの方策は組み合わせることによって機能する。つまり、所得連動型ローンにおける
初期投資は送出国が行い、ローン受給者の収入が一定額を超えた後に課税額の一部を送出
国に返済する設計となる。送出国が途上国の場合は初期投資が容易ではない上、納税者の移
動により返済ルートが複雑になるなどの問題が想定されるが、そのような問題解決のため
には OECD、World Bank などの国際機関が関与する枠組み作りが必要である。 
 新型コロナ感染症の影響で学生と就労者の流動性は物理的には停滞しているものの、オ
ンライン教育の拡大浸透によって知的流動性は急速に拡大・深化している。海外教育機関の
学位取得と海外企業への就職はますます増えるものと見込まれ、教育の費用負担と便益回
収をめぐる国際的枠組みを整えることは喫緊の課題と結論する。 
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松塚ゆかり(2019)「企業が大卒に求める資質と技能：労働市場の流動化により何
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図 4 大卒に期待する技能種に関する日本と
EU の大学ステークホルダー間の意識の相関 
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